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株主の皆様へ

株主の皆様には日頃から温かいご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

ここに第１１期事業報告書をお届けするにあたりまして、一言ごあいさつ申し上げます。

当期の内外経済環境は引き続き厳しいものがありましたが、電機・電子・自動車などエレクト

ロニクス関連メーカーの海外生産が一層加速し、それに伴って日本と海外、海外と海外の

間の部材・製品の物流や製造委託需要が増加するなど、当社の事業にとりましては好材料

もありました。このため当期の業績は、期初の目標には達しませんでしたが、前年度の落ち

込みから再び上昇軌道に乗せることができました。

当社は２０００年後半から、通信・情報及び車載関連分野の成長性に着目し、この分野の

ＥＭＳ（製造受託）やデバイス・モジュールの開発を重点分野として取り組んでまいりました。

この間、いわゆるＩＴ分野全体としては未だ完全な回復には至っておりませんが、携帯電話

関連のデバイス・モジュールや車載関連機器のＥＭＳなどの需要は予想通り着実に伸びてま

いりました。過去２年間は、これら重点分野の強化のための工場拡張、設備導入、研究開発

等の投資に伴う経費が先行いたしましたが、２００３年度はタイ、中国など主

要工場の損益向上、年度後半からの自社開発の液晶駆動用ＬＳＩの量産

開始などの業績寄与により、大幅な増収・増益を計画しております。

株主の皆様におかれましては、今後とも引き続きご支援、ご指導賜りますよ

うお願い申し上げます。

平成１５年３月
代表取締役会長 村井史郎
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営業概況

当連結会計年度の世界経済は、２００１年からのＩＴ不況から力強

い立ち直りを見せた米国経済に牽引される形で総じて順調に回復

するかに見えました。しかし、年後半になると、米国の企業会計不信

問題による株価下落、イラク情勢の緊迫化に加え、各国とも消費

マインドの悪化による内需不振等から回復の足取りの鈍さが鮮明

になってきました。

わが国経済も外需主導ながらかろうじてプラス成長を維持してきま

したが、秋以降は輸出が息切れし、企業のリストラとそれによる雇用

情勢の悪化から、デフレ圧力は引続き強くさらなる景気の下振れが

懸念される状況です。

当社グループ事業の中心であるエレクトロニクス業界においては、

こうした国内需要の低迷と価格競争の激化に対処するため、中国

をはじめアジアへの生産移転がますます進行しました。電子機器の

国内生産高で見ると全体では当初見通しに反して前年比マイナス

となった模様ですが、デジタルカメラ、ＤＶＤ、カーナビゲーションシス

テム等の民生機器、カメラ付携帯電話およびこれに関連する液晶

等の一部部品・デバイスなどは前年を上回る生産量となり回復傾向

が見られました。このような環境下、当連結会計年度の売上高は

９０８億１千８百万円となり、前連結会計年度と比べて、８５億９千９

百万円の増加（１０.５％増）となりました。利益面においては、為替差

損の計上等で経常利益は６億３千９百万円となり、前連結会計年

度と比べて７億９千２百万円の減少（５５.４％減）となりました。また､

当期純利益は､投資有価証券評価損等を特別損失に計上したた

め､１億５千２百万円となりましたが、前連結会計年度と比べて４千

７百万円の増加（４５.７％増）となりました。
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※部門別売上高には、部門間の内部
売上高または振替高１,１０３百万円
が含まれています。
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部門別の概況

当社グループのコアになる部門で通信機器、情報機器、民生機器、車載関連

機器、一般電子部品・デバイス等に係る完成品、組立品、基板実装、部品単

体・キット等の領域を幅広くカバーしております。携帯電話用部材、車載関連

のカーオーディオ半製品、パソコンのモニター用部材等の出荷が堅調に推移

したため、当連結会計年度の電子部門の売上高は７８３億４千１百万円となり、

前連結会計年度に比べて、９４億３千９百万円の増加（１３.７％増）となりました。

また営業利益は１８億６千１百万円となり、前連結会計年度に比べて１億６千

８百万円の増加（９.９％増）となりました。

電子部門

11,137
10,343

11,931

第7期�
1998年�

第8期�
1999年�

第9期�
2000年�

10,853

第10期�
2001年�

10,997

第11期�
2002年�

単
独�

連
結�0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000 百万円�

■電子部門売上構成比率の推移

■機械部門売上高

59,553 60,588

89,632

46,400

38,100
33,403

第7期�
1998年�

第8期�
1999年�

第9期�
2000年�

68,901

25,123

第10期�
2001年�

78,341

26,745

第11期�
2002年�

単
独�

連
結�0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000 百万円�

■電子部門売上高

一般電子部品�
8.4%

車載関連�
24.7%

家電・産業機器関連�
29.9%

ＡＶ機器関連�
10.1%

情報機器関連�
12.1%

通信機器関連�
14.8%

10期�
2001年�

4

オートバイ用部材、自動車用ワイヤーハーネス部材、空調機器、設

備機械等を取り扱っておりますこの部門は、オートバイ用部材の出

荷は減少しましたが、自動車用ワイヤーハーネス部材の出荷が堅

調に推移したため、当連結会計年度の売上高は１０９億９千７百万

円となり、前連結会計年度と比べて、１億４千３百万円の増加

（１.３％増）となりました。また営業利益は９千２百万円となり、前連結

会計年度と比べて７百万円の増加（８.７％増）となりました。

機械部門

合成樹脂、印刷インキ、化成品等を取り扱っておりますこの部門の、

当連結会計年度の売上高は２５億８千３百万円となり、前連結会計

年度と比べて、８千９百万円の増加（３.６％増）となりました。また営

業利益は１億２千６百万円となり、前連結会計年度と比べて４百万

円の減少（３.３％減）となりました。
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金額（百万円） 構成比率（％） 金額（百万円） 構成比率（％）

通信機器関連（携帯電話等） １０,２１８ １４.８ １５,９７６ ２０.４
情報機器関連（ＰＣ周辺機器、事務機器等） ８,３１４ １２.１ １１,７７３ １５.０
ＡＶ機器関連（音響機器等） ６,９３３ １０.１ ４,８２４ ６.２
家電・産業機器関連（家電、パワーツール等） ２０,６００ ２９.９ １９,４９１ ２４.９
車載関連（カーオーディオ、モーター、メーター等） １７,０２２ ２４.７ ２４,０４４ ３０.７
一般電子部品 ５,７８４ ８.４ ２,２０６ ２.８
計 ６８,８７１ １００.０ ７８,３１４ １００.０

※外部顧客に対する売上高のみを表示しております。

■その他の部門売上高

一般電子部品�
2.8%

車載関連�
30.7%

家電・産業機器関連�
24.9%

ＡＶ機器関連�
6.2%

情報機器関連�
15.0%

通信機器関連�
20.4%

11期�
2002年�



グループ経営戦略
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●経営の基本方針

市場のグローバル化や構造的変化にタイムリーに対応できる企

業経営が求められる中で、調達・製造・販売等あらゆる面で業

務のアウトソーシングをグローバルに活用することが経営の重要

な選択肢になってきております。こうした環境の中で当社グルー

プは、永年にわたり手がけてきたエレクトロニクス関連分野を中

心に、「世界に点在する様々なニーズを自在にコーディネートし、

顧客に具体的なビジネスメリット（顧客価値）として提供する『グ

ローバル・ビジネス・オーガナイザー』たること」を事業の基本方

針としております。こうした企業活動を通して「世界のリソースの

有効活用を追求し、社会システムの活性化と人類の進歩に貢

献すること」を当社の企業理念としております。

●経営戦略と対処すべき課題

日本企業はじめ世界の主要企業は、製造コスト低減と成長市

場への進出を目的に海外への生産移転と部材・製品のグロー

バルな物流をますます加速させております。こうした市場の動き

に迅速かつ的確に対応して事業を拡大するために、以下を重

点課題として取り組んでおります。

重点取組み分野

エレクトロニクスの分野では、通信（携帯電話、ネットワークなど）、情報

（コンピューター関連）と各種の電子機器とが融合・複合した新しい商

品やサービスが出現する時代にはいっております。また自動車の電子

化が急速に進んでおり、通信・情報との融合（テレマィクス）も始まって

おります。当社はこうした事業環境を踏まえて、通信・情報、車載関連

分野を重点分野と位置付けて取り組んでおります。

デバイス、モジュールビジネスの強化

情報・通信の分野では、カメラ付携帯電話の如く、映像情報の活用が

情報伝達のツールとして急速に普及してきております。そのために欠

かせないデバイスとして、当社は情報の入り口であるカメラモジュール、

出口である液晶モジュール、並びに液晶駆動用のドライバーＩＣの開

発に取り組んで参りました。２００３年半ばからのドライバーＩＣの販売開

始を皮切りに、順次市場に投入していく予定です。

独自のＥＭＳ（電子機器製造受託サービス）ビジネスモデルの確立

海外での製造アウトソーシングニーズの拡大や、車載関連機器、通信

関係モジュール等の製造技術・品質要求の高度化に対応して、約２

年前からタイ、中国（東莞、上海）、スロバキアなど主要工場の整備拡

充を順次行っております。世界各地に配置した開発・調達・製造・物

流の広範な拠点ネットワークにハイレベルな製造技術・設備を兼ね備

えた、当社独自のＥＭＳサービスに一層磨きをかけていく所存です。
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トピックス

――――――――――――――――２００２年

●ＳＩＩＸＥＭＳＤｏｎｇｇｕａｎ第二工場棟建設工事に着工（１２月）

ますます増大する中国生産への需要に対応するため、現SIIX EMS Dongguanの同じ敷地内に第二工場棟の設置を決定、工事に着

手しました。２００３年６月頃の稼動を予定しております。

●ＳＩＩＸＵ.Ｓ.Ａ.ＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎがＩＳＯ９００１：２０００を取得（１２月）

ＳＩＩＸＵ.Ｓ.Ａ.Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（シカゴ・サンノゼ）が２００２年１２月３１日付けで国際品質規格であるＩＳＯ９００１：２０００の認定を受けました。

●ＳｌｕｚｂａＳＩＩＸＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓｓ.ｒ.ｏ.（ニトラ、スロバキア）の新工場建屋が竣工（１２月）

スロバキア共和国ニトラ市にある現地資本との合弁EMS工場、ＳｌｕｚｂａＳＩＩＸＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓｓ.ｒ.ｏ.の新工場建屋が竣工しました。

ＳｌｕｚｂａＳＩＩＸＥｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓは日系ＥＭＳでは初めての中央ヨーロッパ進出であり、ＥＵ市場に近い地理的メリットを活かした事業展開

を目論んでいます。

●シークス設立１０周年（７月）

２００２年７月に、お蔭様で設立１０周年を迎えることができました。社員一同心も新たに更なる飛躍を期してスタートいたしました。

●アフターサービス会社・㈱ティー・エス・プロに出資（5月）

完成品の取り扱いに伴うアフターサービス面の充実を図るため、㈱ティー・エス・プロ（本社・東京）に出資。全国主要都市４２拠点及び

テクニカルセンター２拠点にてお客様をサポートする体制を整えました。

●インターネプコンワールドジャパン プリント配線板ＥＸＰＯに出展（１月）

２００２年１月１６日から１８日、東京ビッグサイトで開催された「インターネプコンワールド・ジャパン」プリント配線板ＥＸＰＯＥＭＳゾーンに

出展いたしました。当社の各ＥＭＳ工場の詳細パネルとその実装サンプルを展示し、数多くのお客様と商談の場を持ちました。
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シークスは１９９２年７月の設立以来、昨年で１０周年を迎えることができました。

当社の起源は約４５年前の１９５７年、㈱阪田商会（現：サカタインクス㈱）で輸出

業務を本格的に開始したことに遡ります。その後、インキから機械・電子部品へ、

輸出入業務から部材物流へ、更に基板実装等製造事業（ＥＭＳ）へと業容を拡大し、

１９９２年、サカタインクス㈱の海外事業部を分社・独立してサカタインクス・インタ

ーナショナル㈱（１９９８年７月に社名変更してシークス㈱）の設立へと繋がります。

当社業務活動の動脈ともいうべき海外拠点網は分社時には１０カ国１３箇所の営

業拠点と８社の合弁会社でスタートしましたが、この１０年間、ＥＭＳ事業強化のため

の工場群の充実や、設計開発・部品製造のアライアンスの拡充を行ってまいりま

した。現在では海外１０カ国に１３箇所の販売・調達・物流拠点、５カ国に１０箇所

の製造拠点、その他の国内外の設計開発・部品製造、機械・化学品関係の合弁

会社を含めて３９社・２事務所のグローバル・ネットワークを構築し、当社の大きな強

みとなっております。

ますます高まるグローバルベースでの部材調達・ものづくりのニーズに対して、

当社の持つ充実した海外物流ネットワークとハイレベルな製造技術を活かして、

より一層信頼されるビジネスオーガナイザーになるべく、新たな１０年に向けて力強

く踏み出しました。 スロバキア

デュッセルドルフ

主要営業拠点

主要工場

本社�

営業拠点／部材調達�

設計・開発�

部品製造�

EMS

物流�

機械・化学品�

8

シンガポール 香港 上海 マニラ シカゴ

バタム（インドネシア） タイ 東莞（中国） 上海
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連結財務諸表

比較連結貸借対照表
科　　　目 当　期　末 前　期　末

百万円 百万円

資産の部

流動資産 ２７,４４８ ２４,３２６

現金及び預金 ４,１０３ ４,４３４

受取手形及び売掛金 １５,１９６ １４,２２３

たな卸資産 ６,５６３ ４,４６１

繰延税金資産 ７６ ２１５

その他 １,９３２ １,４１２

貸倒引当金 △４２４ △４２１

固定資産 ７,７４９ ６,８６３

有形固定資産 ４,８３４ ３,７９８

無形固定資産 ７７ １３４

投資有価証券 １,４０２ １,５２２

繰延税金資産 ６５５ ２９５

その他 １,１９２ １,４１４

貸倒引当金 △４１２ △３０１

繰延資産 ４ ―

社債発行費 ４ ―

資産合計 ３５,２０２ ３１,１９０

科　　　目 当　期　末 前　期　末
百万円 百万円

負債の部

流動負債 ２２,９７３ １９,０１４

買掛金 １１,９８７ １０,５８２

短期借入金 ９,２２８ ６,４５３

繰延税金負債 １０４ ３０

その他 １,６５２ １,９４７

固定負債 ３,０００ ２,６５１

社債 ３００ ―

長期借入金 １,８６７ １,８６８

退職給付引当金 ３９１ ４４８

役員退職慰労引当金 １８０ １５３

繰延税金負債 ― ４６

その他 ２６０ １３３

負債合計 ２５,９７３ ２１,６６６

少数株主持分 ２６１ ２４７

資本の部
資本金 ２,１４４ ２,１４４

資本準備金 １,８５３ １,８５３

利益剰余金 ５,４４５ ５,３８３

その他有価証券評価差額金 △１２１ △１１６

為替換算調整勘定 △３５３ １２

資本合計 ８,９６７ ９,２７６

負債・少数株主持分・資本合計 ３５,２０２ ３１,１９０

◆比較連結貸借対照表注記

当　　　期 前　　　期

１. 有形固定資産の減価償却累計額…………………２,５２８百万円 ………………２,１８４百万円

２. 輸出手形割引高 ………………………………………８１百万円……………………４４百万円

※連結貸借対照表・連結損益計算書・連結剰余金計算書・連結キャッシュ・フロー計算書および注記事
項の記載金額は、それぞれ表示単位未満切捨てにより表示しております。
※連結財務諸表規則の一部改正を早期適用し、前期についても改正後の表示区分により表示してお
ります。
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比較連結損益計算書 比較連結キャッシュ・フロー計算書
科　　　目 当　期 前　期

百万円 百万円

売上高 ９０,８１８ ８２,２１８

売上原価 ８４,７２８ ７６,６５９

売上総利益 ６,０８９ ５,５５８

販売費及び一般管理費 ５,１４１ ４,７２８

営業利益 ９４７ ８２９

営業外収益 ４５８ １,００３

営業外費用 ７６７ ４０１

経常利益 ６３９ １,４３１

特別利益 ― １１８

特別損失 ２２４ １,０７４

税金等調整前当期純利益 ４１４ ４７４

法人税、住民税及び事業税 ４０１ ５８４

法人税等調整額 △１３５ △２３６

少数株主利益（△）又は損失 ４ △２１

当期純利益 １５２ １０４

科　　　目 当　期 前　期

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円

税金等調整前当期純利益 ４１４ ４７４
減価償却費 ７０５ ６３９
貸倒引当金の増加額 １３１ １２２
受取利息及び受取配当金 △ １６４ △ １７６
支払利息 １９０ ２８２
為替差損益 ３４７ △ ５４０
持分法による投資損失 １１８ ４６
売上債権の増減額 △ １,５０２ ３,７３０
たな卸資産の増減額 △ ２,２８８ １,３５１
仕入債務の増減額 １,６３５ △ ２,６２２
在庫損失 ― ４０２
退職給付移行時差異償却 ― ４１５
その他 △ ７３９ ３６１
小　計 △ １,１５１ ４,４８７

利息及び配当金の受取額 １９８ １７８
利息の支払額 △ ２０７ △ ２８９
法人税等の支払額 △ ４７５ △ ８８４
営業活動によるキャッシュ・フロー △ １,６３６ ３,４９１

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ １,６８２ △ １,１９５
有形固定資産の売却による収入 ４ ０
無形固定資産の取得による支出 △ １２ △ ２６
投資有価証券の取得による支出 △ １６６ △ ５７９
投資有価証券の売却等による収入 ３６ １５４
貸付けによる支出 △ ２ △ １７４
貸付金の回収による収入 ５８ １４８
その他 １７ △ １９
投資活動によるキャッシュ・フロー △ １,７４７ △ １,６９２

財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行による収入 ２９３ ―
短期借入金の純増減額 ２,８５２ △ ２,３９２
長期借入れによる収入 ６９ １,９００
長期借入金の返済による支出 △ ３４ △ ５６３
配当金の支払額 △ ７５ △ ７５
少数株主への配当金の支払額 △ ６ △ ９
少数株主からの払込 ３１ １４６
財務活動によるキャッシュ・フロー ３,１３１ △ ９９４

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ７８ ７５
現金及び現金同等物の増加額 △ ３３０ ８７９
現金及び現金同等物の期首残高 ４,４０１ ３,５２１
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ ４ ―
現金及び現金同等物の期末残高 ４,０６６ ４,４０１

比較連結剰余金計算書
科　　　目 当　期 前　期

百万円 百万円

資本剰余金の部

資本剰余金期首残高 １,８５３ １,８５３

資本剰余金期末残高 １,８５３ １,８５３

利益剰余金の部

利益剰余金期首残高 ５,３８３ ５,３７３

利益剰余金増加高 １５２ １０４

当期純利益 １５２ １０４

利益剰余金減少高 ９０ ９５

配当金 ７５ ７５

役員賞与 ― ２０

連結会社減少による減少高 ８ ―

その他の減少高 ６ ―

連結剰余金期末残高 ５,４４５ ５,３８３
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単独財務諸表

◆貸借対照表注記（当期）

１. 子会社に対する短期金銭債権 ………………………３,５２０百万円

２.子会社に対する長期金銭債権 …………………………７３０百万円

３.子会社からの短期金銭債務 ……………………………７０７百万円

４.有形固定資産の減価償却累計額 ………………………１０５百万円

５.保証債務 …………………………………………………１８５百万円

６.貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機その周辺機器
等およびソフトウェアについてリース契約により使用しております。

６. 外貨建資産および負債の主なもの
（為替予約等により円貨額の確定しているものは除く）
売掛金 １４百万Ｕ.Ｓ.ドル …………………（１,７２６百万円）
買掛金 １１百万Ｕ.Ｓ.ドル …………………（１,３２４百万円）
投資有価証券 ９２百万フィリピンペソ ………………（３６５百万円）
子会社株式 ４百万Ｕ.Ｓ.ドル ……………………（４１４百万円）
子会社株式 １５８百万バーツ ……………………（３００百万円）
子会社株式 ７９百万フィリピンペソ ………………（２７８百万円）
子会社株式 ２百万シンガポールドル ……………（１５０百万円）
子会社出資金 １百万ユーロ ………………………（１７７百万円）
出資金 ２百万Ｕ.Ｓ.ドル ……………………（２７２百万円）

７. 手形割引高 ………………………………………………５３百万円

８. 期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理しております。従って
当期末日は金融機関休日のため、次のとおり期末日の満期手形が期
末残高に含まれております。

受取手形 …………………………………………………３３百万円

９. １株当たりの当期利益 １円５０銭

比較貸借対照表
科　　　目 当　期　末 前　期　末

百万円 百万円

資産の部
流動資産 １０,９４３ ９,９９９

現金・預金 １,３２５ １,３５７

受取手形 ３２１ ２５７

売掛金 ７,４０９ ６,８６３

商品 １,１０６ ６９４

前渡金 ７４ ３３

未収金 ５７４ ５４０

短期貸付金 ５９ ７１

繰延税金資産 ８１ １５９

その他流動資産 ３４ ５５

貸倒引当金 △４３ △３４

固定資産 ５,０４６ ４,８２０

有形固定資産 ４３ ５３

建物 ２３ ２９

工具器具備品 １５ ２０

土地 ３ ３

無形固定資産 ６ ４

ソフトウェア ２ ０

電話加入権 ４ ４

投資等 ４,９９６ ４,７６１

投資有価証券 １,２０８ １,２６７

子会社株式 １,３２９ １,３５５

出資金 ５４６ ４９０

子会社出資金 ２２３ ２２３

差入保証金 １６２ １６２

長期貸付金 ８６０ ６８５

繰延税金資産 ６１２ ４４８

その他投資等 ２３８ ２５８

貸倒引当金 △１８５ △１３０

繰延資産 ４ ―

資産合計 １５,９９３ １４,８１９

科　　　目 当　期　末 前　期　末
百万円 百万円

負債の部
流動負債 ７,５６５ ６,５２２

買掛金 ４,５６３ ４,３５１

短期借入金 ２,４９３ １,７００

一年内返済長期借入金 ６８ ３４

未払法人税等 ３ ４８

未払金 ４０ ３０

未払費用 ２５８ ２４０

前受金 ６０ ２６

預り金 １６ ２０

賞与引当金 ５５ ５２

その他流動負債 ５ １８

固定負債 ２,６７０ ２,４６８

社債 ３００ ―

長期借入金 １,７９８ １,８６６

退職給付引当金 ３９１ ４４８

役員退職慰労引当金 １８０ １５３

負債合計 １０,２３６ ８,９９０

資本の部

資本金 ２,１４４ ２,１４４

資本剰余金 １,８５３ １,８５３

資本準備金 １,８５３ １,８５３

利益剰余金 １,８８２ １,９４８

利益準備金 ３４ ３４

任意積立金 １,６００ １,５００

当期未処分利益 ２４７ ４１４

（うち当期利益） （９） （２１３）

株式等評価差額金 △１２１ △１１６

資本合計 ５,７５７ ５,８２９

負債及び資本合計 １５,９９３ １４,８１９
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比較損益計算書 比較利益処分
摘　　　要 当　　期 前　　期

百万円 百万円

当期未処分利益 ２４７ ４１４

利益配当金 ３７ ３７
（一株につき６円） （一株につき６円）

別途積立金 ― １００

次期繰越利益 ２１０ ２７６

注）平成１４年９月１７日に３７百万円（１株につき６円）の中間配当を実施いたしました。

科　　　目 当　　期 前　　期
百万円 百万円

経常損益の部
営業損益の部

営業収益

売上高 ３９,９８９ ３８,１２６

営業費用

売上原価 ３８,４１６ ３６,７１６

販売費及び一般管理費 １,９６７ ４０,３８３ １,８５６ ３８,５７２

営業損失 ３９３ ４４５

営業外損益の部

営業外収益

受取利息及び配当金 ６２２ ９９３

為替差益 ― １１７

雑収入 ６２ ６８４ ５７ １,１６９

営業外費用

支払利息 ２３ ３６

為替差損 １２１ ―

雑損失 ７２ ２１８ １５ ５２

経常利益 ７２ ６７１

特別損益の部
特別利益

投資有価証券売却益 ― ２５

オプション取引解約益 ― ６８

貸倒引当金戻入益 ６１ ６１ ― ９４

特別損失

投資有価証券評価損 １２７ １０６

関係会社株式評価損 ― ５９

退職給付移行時差異償却 ― ４１５

和解処理損失 ３７ ―

ゴルフ会員権評価損 １２ ―

貸倒引当金繰入額 ４７ ２２４ ― ５８１

税引前当期利益又は

税引前当期損失（△） △９０ １８３

法人税、住民税及び事業税 △１８ ２１３

法人税等調整額 △８１ △９９ △２４３ △３０

当期利益 ９ ２１３

前期繰越利益 ２７６ ２４１

中間配当額 ３７ ３７

中間配当に伴う利益準備金積立額 ― ３

当期未処分利益 ２４７ ４１４

◆損益計算書注記（当期）

１. 子会社に対する売上高 ………………………………１３,５８７百万円

２. 子会社からの仕入高 …………………………………３,２９２百万円

３. 子会社との営業取引以外の取引高 ……………………６４５百万円

４. 法人税、住民税および事業税△１８百万円には、外国税額控除見積額
５７百万円が含まれています。

※貸借対照表・損益計算
書および注記事項の記
載金額は、それぞれ表
示単位未満切捨てによ
り表示しております。
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株式の状況

■株式の状況（２００２年１２月３１日現在）

会社が発行する株式の総数 ………………………２０,０００,０００株

発行済株式の総数 …………………………………６,３００,０００株

当期末株主数 ……………………………………………１,３８０名

■大株主（２００２年１２月３１日現在）

株主名 議決権数 議決権比率
株 ％

サカタインクス株式会社 ２,８４９,０００ ４５.２２

村井史郎 ４５０,０００ ７.１４

株式会社あさひ銀行 ２２０,０００ ３.４９

株式会社三井住友銀行 ２００,０００ ３.１７

ビービーエイチフォーフィデリティー

ジャパンスモールカンパニーファンド
１９４,０００ ３.０８

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 １７９,１００ ２.８４

シークス社員持株会 １１４,２００ １.８１

三井アセット信託銀行株式会社 ９８,６００ １.５７

株式会社東京三菱銀行 ９０,０００ １.４３

ユーロクリアバンクエスエー/エヌブイ ６５,６００ １.０４

■所有者別所有株数 ■所有者別株主数

外国法人等 7.22%

その他の法人�
47.41%

証券会社 0.22%
金融機関 0.80%

金融機関 13.89%

証券会社 0.15%

個人・その他�
95.86%

個人・その他�
31.33%

その他の法人 2.32%

外国法人等 0.80%

※当社の当該大株主への出資はありません。

■株価・出来高推移（２００１年１月～２００３年２月）
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会社概要

■会社概要（２００２年１２月３１日現在）

商　　号 シークス株式会社

設　　立 １９９２年７月１日

資 本 金 ２,１４４百万円

従業員数 １４３名

本　　社 大阪市中央区南本町１-８-１４

東京事務所 東京都千代田区神田須田町２-７-３

U R L http://www.siix.co.jp

■役員および監査役（２００３年３月２８日現在）

代表取締役会長 村 井 史 郎 ＣＥＯ（最高経営責任者）

代表取締役社長 村 瀬 漢 章 ＣＯＯ（最高執行責任者）

取　締　役 橋 詰 研 作 総務部、システム管理室担当兼経理部長、業務部長

取　締　役 大 庭 勝 躬 大阪営業部長

取　締　役 宮 田 光 雄 東京営業部長

取　締　役 戸 上 幸 一 郎 モジュール営業部長

取　締　役 近 藤 恒 雄 経営企画部長、関連事業部長

取　締　役 吉 田 泰 営業推進部長

常勤監査役 嶋 井 節 夫
監　査　役 北 村 玄 一 サカタインクス株式会社　常勤監査役

監　査　役 肥 田 久 弘 サカタインクス株式会社　常勤監査役

監査役のうち、北村玄一氏、肥田久弘氏は、商法特例第１８条第１項に定める社外監査役です。

■関連子会社・事業所一覧（２００２年１２月３１日現在）

関連子会社 主 な 事 業 内 容

●SIIX Singapore Pte. Ltd. : Singapore 電子部品等の輸出入販売

●SIIX H.K. Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売

●SIIX TWN Co., Ltd : Taiwan 電子部品等の輸出入販売

●SIIX Logistics Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売

●SIIX Logistics Singapore Pte. Ltd. : Singapore電 子 部 品 等 の 物 流

●SIIX Bangkok Co., Ltd. : Thailand 電子部品等の輸出入販売

●SIIX (Shanghai) Co., Ltd. : China 電子部品等の輸出入販売・物流

●SIIX Europe GmbH : Germany 電子部品等の輸出入販売

●SIIX U.S.A. Corp. : Illinois, U.S.A. 電子部品等の輸出入販売

●SIIX Phils., Inc. : Philippines 電子部品等の輸出入販売

●PT SIIX Electronics Indonesia : Indonesia 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

●SIIX EMS Dongguan.Ltd : China 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

●SIIX EMS(Thailand) Co., Ltd. : Thailand 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

●Nansha Sakata Ink Corp. : China 印刷インキの製造販売

●イスロン株式会社 : Japan 半 導 体 の 設 計 ・ 開 発

●Sluzba SIIX Electronics s.r.o. : Slovakia 電子回路実装および機器・部品の組立・加工

事業所

●SIIX U.S.A. Corp. San Jose Branch : Calif., U.S.A.

●SIIX do Brasil Ltda. : Brasil

●SIIX Corp. Seoul Liaison Office : Korea

●SIIX H.K. Ltd., Shenzhen Liaison Office : China



株主メモ
決 　 算 　 期 毎年１２月３１日

定時株主総会 毎年３月

基 　 準 　 日 定時株主総会 毎年１２月３１日
そのほか必要のあるときは、
あらかじめ公告して定めた日

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒１８３-８７０１
東京都府中市日鋼町１番１０
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） （住所変更等用紙のご請求） ０１２０-１７５-４１７
（その他のご照会） ０１２０-１７６-４１７

（インターネットホームページURL） http: / /www.sumitomotrust .co. jp/STA/
retai l /service/daiko/ index.html

同 取 次 所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

公告掲載新聞 日本経済新聞

１単元の株式の数 １００株

上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第二部
大阪証券取引所市場第二部

本社●〒５４１-００５４大阪市中央区南本町１-８-１４
電話●０６-６２６６-６４００ FAX●０６-６２６６-６４２８ URL●http://www.siix.co.jp 証券コード●7613シークス株式会社

この冊子は再生紙を使用し、印刷インキにはアメリカ
大豆協会認定の大豆油インキを使用しています。




